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1 ．研究 目的

　本研究は、消防活動等の 防災ソ フ ト対策 と都市整備等の ハ ー ド対策の効果 的な連携を 目

指 し、土 地区画 整理や 市街地 再開発等の抜本的な市街地改善に よる防災性 の 向上 の み で な

く、ある程度の 災害に つ い て は許容 し、そ の 代わ り に災害発 生後 の 効果 的な応急対 策活動

等が最低限保証 された都市 空間 形成 の ため の 基礎 的な知見を得る こ と を 目的と し て い る。

　研究の対象と して 「消防活動困難区域 」 をとりあ げ 、 そ の解消 の た め の 消防水利や街路

の 配置の あり方に つ い て計画技術的な側面からの検討 を行 っ て い る。

2 ．研究内容

　 「消防活動困難区域 」 に 関する既存研究等 の 成果 を踏 まえ、新たに そ の 基準を設定 し、

それ らを解消す る ため の 計画の考え方を示 して い る。

　消防活 動困難区域 の解消にお い て は、マ クロ と ミク ロ の 2 つ の レベ ル で の 計画的取 り組

み が必 要として い る

　マ ク ロ レベ ル で は 、　「街区毎 の 街区面 積に対 す る 消防活動可能面積率 V 」」 と 「街 区毎

の 街区面積に対する 消防活動可能延 面積率 Vt 一と い っ た指標を用い て計画代替案 の 比較

検討を行 う。

　ミク ロ レベ ル で は、街路網 の 形状や．街区内の 建築 物や土地利用の 状況か ら街区毎の 相

対 的な危険性を算出 し、そ れ に応 じて V ，等の 指標 を操作 し、水利や街路の 配 置を計画 を

行 う。

　それぞれ の計画立案お い て は 、マ ク O ．ミ ク ロ の 2 レベ ル問 で の 計画調整を行 い つ つ 、

整合性 を確保 して行う こ とが 望ま し い と考 えて い る 。
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1 ．研究背景

　先般 の 阪神 ・淡路大震災は．関東大震災以来 の 都 市型大災害 とな り、阪神 ・淡 路地 域 の

都市機能が 麻痺状態 とな っ た。特 に 注 目され る こ と は、都市計画の 先進 都市と評 され る 神

戸市で さえ、現代都市 の 持 つ 災害 に 対す る 脆 弱性を露呈 させ る 結果 と な っ た こ とで あ る 。

　従来 よ りわが国 の 都市 計 画 で は ．わ が 国 に 木造家屋 が多い こ と や、関東大震災で の 教訓

等か ら、防火対策、延 焼 予防対策に 重点が 置か れ て きた 。 さ ら に、延焼火災の 場合 の 避難

対策 を中心 に、市街地改 善や大規模 な基盤 整備 に 力点 を置かれ た き らい があ る。また、同

様に 都 市防災研究 に お い て も、市街地 火災 予 測 と住 民 の 避難行 動予測 が主要 な研 究 テ ーマ

と して 位 置付け られ て きた
1 ）
。

　 し か し、そ の ような対 策 には膨大 な時間 と費用、十分な住民 の 合意 形成が必 要 で ．実現

困難な 側面が内包 して い る。そ の ため、十分な対策が施 されな い 状態 で 地震災害に遭遇 し、

甚大な被害 が発 生す る 可能性があ る ．実際に．阪神
・
淡路大震 災 で 被 災 し た長 田地区等 で

は 、従前よ り危険性が指摘されて お り 、 土地区画整理や 市街地 再開発 等の抜本的な市街地

改善の た め の事業が、上述 した理 由等に より円滑に行われずに 災害 に至 っ て い る。

　 こ れ ら の こ とか ら、抜本的な市街地改善だ けで はな く、あ る 程度 の 被害 に つ い て は許容

し 、 そ の 代わ りに災害発 生後 の 効 果的な応急対策活 動を最 低限保 証 し た都市空間 の 形成 が

都市計画 上必要であ る と考え られ る，

2 ．研究 目的

　本研究 で は 、市街地大火による 被害の 軽減対策を対象と し、消防活動困難区域 の解消方

策 を計画技 術面か ら検 討 し、消防活動困難 区域 の 解 消 の た め の 基 礎的 な 知見 を得 る こ と 目

的 として い る 。

3 ．研 究内容

（1）　消防活動困難区域の 碁準

　現在、消防活動困難区域は行政分野 で は東京消防庁
2）　− 31

、建 設省
2；　−3｝

に よ り 、 学術分

野 で は三船他
3》

によ tp　．それぞれ基準が示 されて い る 。

　本研究で は、これ らの 既往の 知見 を基 に、次 の よ うに 平 常時と震災時、それぞれ に つ い

て 消防活動 困難区域の 基準を新 たに設定 した。

　  平常 時消防活動 困 難 区 域

　幅員 6m 以上 の 街路 沿 い に あ る消防水利よ り 半径 140m
’i

以遠 の 区域

　 こ こ で 消防水利 と は 、消防署に よ り播定 され た水利全 て を い う 。 また、一
般 的な考 え方
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で は 幅員 3m 以上 の 街路で あれ ば消防 ポン プ車 の 進入 曝可能 とされ る が．本研 究 で は電信

柱 や路上駐車等 を考慮 した建設省基 準等 を基 に幅 員6m 以上 と した
2 》

。

　  震災時消防活動困難区域

　幅員 8m 以 上 の 街 路沿 い に あ る 耐 震性 の 確保された消 防水利 か ら 140m
’ t

以遠 の 区域

　 （河 川や 空地等 の 大規模 不燃領 域 に 接 し た 幅員6m 以 上 の 街路は幅員8m 以上 とみなす ）

　 こ こ で 耐震性 の 確保 さ れ た水利とは、耐震性防火水槽、河川等 の 自然水利を い う。消火

栓 は、震災 時には断水 に よ り使 用困難 な 状況 が 想定 さ れ る こ と が ら除外 さ れ る 。道 路幅員

に つ い て は、東 京消防庁 基準等 を基に 道路閉塞を考慮 して 8m と した
2 ｝

。 平常時消防活動

困 難 区 域は震災 時消防活 動困難区域内 に含ま れ 、消防活動困 難区域 の 解消に あた っ て は 、

震災時 消防活動困難区域 （以下 、困難 区域） を 解消 さ せ る こ と が 計 画 の 目的 と な る。

（2｝　水利
・
街路 の 最適配置

　 （D で 示 し た困難 区 域 が 発 生 さ せ な い た め の 水利 、街路 の 最 適配 置 を 図
一1に 示 す 。 幅 員8

m の街路を 280mメッシュで 配置 し 、 各街 路 の 中点 に 震 災時有効水 利 を設置す る 。 こ れ に よ り2

80m 勘 シヱ内で は困難 区域 は 発 生し な い こ と に な る 。

一

　： 8m 幅員街路　　囗　：震災時有効水利

図
一1 街路 ・水利 の 最適配置モ デ ル

（3）　水利 ・街路 の 計 画指標

　〔2）で 示 したモ デル をそ の ま ま既成 市街 地 に 適 用す る こ とは 事実上不 可能で あ る ため、

以下 に 示 す指標を用 い て ，現状評価や計画 におけ る 代替案 比較 の 目安 とす る。

　　 　　 　　　 　　 　　 　　 v 广 ．A 　ip ／ Alb 　 　 　 　 　 　 （1）

　　　　　　　　 Vj ： j街区 の街区面積に対す る消防活 動可能 面積率
　　　　　　　　 Alp ： j街区 の 消防活動 可能面 積 （ha ）

　　 　　 　　　 　 Aj ， ： j街 区 の 街 区面積 （ha ）

　街区内に 困難区 域 が存在 し な い 場合 に v 亅は最 大値 1．0を と り、当然の こ となが ら最適配

置モ デル の 280m メッシニ 全体 の 平均 v ｝は 1．0と なる。

　　 　　 　　　 　　 　　 　　 vrl．，Σ all ／Aj ，　　　　　　　 （2）
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 i

　　　　　　　　 Vl ： j街区 の街区面積に 対する 消防活動可能 延面積率

　　　　　　　　 aij ： 」街区 を担当する i水利に よ る 消防活 動可能面積 （ha ）
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　この 場合、j街区 に 困難区域を発 生させ ない よ うにするため には、　 V ，は常にLO 以上に

な らなけれ ばな らな い 。

　最適配置 モ デル に つ い て 平均 V ，を算 出する 280m メ ッ シ ュ 全体で平 均V ，
＝

π ／2とな る。

っ まり面積が 7．84ha （宦280m × 280m》以上 の 地区 レベ ル （以下 、 マ ク ロ レベ ル ）では、

平均 Vi ”； ／2の 状態 で 平 均 v 　
」

nl ．0に な る こ と が 理 想 と な る 。

（4）　消防活動困難区域解消の考え方

　平均 Vt は マ ク ロ レ ベ ル で し か 有効性 を持たな い 指標で あ る た め既成市街地 に お ける 面

積7．84ha 末満 の 地区 レベ ル （以下 ．ミク ロ レベ ル〉 で の 寞際 の 計画 で は試行鰭 誤的に v

JmLO に な る ように 水利配置 を検討する こ とになる。

　し か し．現 実 的 に は v ：
・・1．0の 街 区 で あ っ て も、街路 網 の 形 状 に よ っ て 水利か ら ア ク セ

ス する こ とがで きな い 場合 も発生 し．有効な 計画立案は困難で ある 。 そ こ で ミク ロ レベ ル

の 計画 で は、街路網 の 形状や ．街 区内 の 趣物 や土地 利用 の 状況 か ら相対 的な危 険性を算出

し 、 そ れ に 応 じて V 亅を操作 し、 水利配置を計画する こ と に よ り 、 現実の 市街地状況 に 対

応 した困難 区域 の 解 消が可能 に な る と考え られ る。

（5）　 ま とめ

　消防活動 困難 区域 の 解消 に お い て は、マ ク ロ とミク ロ の 2段 階 の 計画 的取 り組 みが必要

で あ る。ミク ロ レ ペ ル で は、街 路網 の 形状や 街区 の 相対 的な危険 性 に 応 じ て V ，を操 作す

る こ と に よ り水 利配置 を計画す る 。マ ク ロ レ ベ ル で 平均 Vt が π ／2程度 に な る よ う に 2 レ

ベ ル間で の 整合を図 り、 計 画 の 立案 を行 う こ とが望 ま しい と考 え られ る 。

補注

＊ 1 ：消防ポン プ車で長 時間 に わ た り無理 の な い放水 が継続で き 、 か っ ．ホース を 延長す

る時間 に お い て妥当な最高限度 を考磁 し、ホース 延長本数10本 （約200m ）以 内 で あ る と

し、直角 に交わ っ た道路 に 沿 っ て ホース 延長 を 行 う場 合 の ホ
ー

ス の 屈 曲を 考慮 し、幾何学

的な算定 か ら求め た 距離
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